
2023年度 事業報告書

(2023年4月 1日 から2024年3月 31日 まで)

特定非営利活動法人ファクトチェック・イニシアティブ

第1事業の成果

当法人は、23年度において、誤った情報に惑わされない社会を築くために、日本国内に
おけるファクトチェックの推進を目的とした各種事業を実施しました。
主な成果は以下のとおりです。

(1)情報発信・啓発
(ファクトチェックに関するガイドライン等の整備・啓発事業に関連する成果 )

① FacCheck Naviの 運用成果
ファクトチエック関連情報を集約したウェブアプリ「FactCheck Navi」 を運営し、ファ

クトチェック結果の要旨を87件、誤情報関連ニュースリンク集に443件を新たに収
録、配信しました。
「役に立つリンク集」のコンテンツの充実を図り、

「ファクトチェックの入門コンテンツ」ページを公開し
ました(5月 30日 )。 F!Jが作成した動画「知りたいシ
リーズ」のほか、IFCNが Metaの 支援を受けて4月

に公開した「ファクトチェzクの基礎 (日 本語版)」  ` hctCheck Navi
FIJも協力したGoog!eの「ファクトチェック・チャレン  リニューアルのお知らせ

ジ」などをご案内しています。
また「ファクトチェックに関連する調査報告・提言」

に新たに「公的声明」を加え、偽誤情報問題に係る
大臣会見や国連の発信等の登録を開始しました。  ‖

なお2024年2月 ～3月 にトップページの改修を実  ギ寝虚里鞘“
●‥喘出■oレクロ

施しました。(改修版公開は4月 2日 )
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②ファクトチェック白書
2021年 10月 の一部完成後に作業が中断していたファクトチェック白書制作が、

2024年 1月 より早稲田大学瀬川研究室からの発注に基づき本格的に再開され、
2024年 3月 に全96ページのPDF版として作業・納品を完了しました。その後に追補
作業が早稲田側執筆者により行われており、後日サイト上での公開を行います。
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③ 出張講義
7月 6日 と12日 に、F:Jスタッフが、 のゼミにお

いて、2年生と3年生を対象とした出張講義を実施し、ファクトチェックの基本的なノ

ウハウとこれらを活かす上で必須となるPC操作などを指導しました。なお同ゼミで
は同年10月 からコンテンツ配信サイト「note」 上でファクトチェック記事の発表を行つ
ています。
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(2)市民・メディアとの連携・協働
(フアクトチェックに関する国内外の団体及び市民との連携・協働事業 )

FIJガイドライン活用メディア

旧メディアパートナーのひとつであるバズフィードジヤパンからニュース部門の移

管を受けたハフポスト日本版が新たにFIJガイドライン活用メディアに加わりました。
o FIJガイドライン活用メディア(2023年度末)

バズフィードジャバン/ハフポスト日本版、ジャバンインデプス、

食の安全と安心を科学する会、インファクト、琉球新報、Wasegg、 毎日新

聞、朝日新聞、リトマス、日本テレビ、沖縄タイムス

② ファクトチェック支援システムによるファクトチェック記事化への寄与

(疑義言説モニタリング)

疑義言説モニタリング活動を恒常的に実施し、疑義言説に関する情報1548件を「

ClaimMonitor」 を通じてガイドライン活動メディア等の利用者に提供しました。疑義

言説収集システムFCCがX(Twiteoの 仕様変更に伴い言説収集を23年4月 上旬を
もって停止した影響を受け、件数は2022年度(1990件 )の 8割弱となりました。

能登半島地震への対応では、発生日

である1月 1日 に11件、同7日 までに28件  2023年
度●204コ243)   Claim縞

高編繍
の関連言説を登録しました。             フア

%ゞ計
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C!aimMonitorを 利用するメディアによ

る2023年度のファクトチェック記事281本

のうち、ClaimMonitorの情報を端緒とし

たと報告を受けた記事は100本で、全体

の約35.6%を 占めており、記事化への貢

献を引き続き果たしています。
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③ 国連広報センター主催会合への参加
11月 2日 、国連が主導する「デジタル・プラットフォーム上の情報の誠実性に関す

る行動規範」づくりに向けた議論が国連広報センター(東京・青山)で開かれ、国内
の ・ 情報やヘイトスピーチ対策の関係者が集まる中、FIJから

・事務局・学生スタッフの4名 が参加、それぞれ発言を行いました。同様の議
論が各国で実施され、成果が2024年に取りまとめられます。

(写真提供/UNIC Tokyo)

(3)評価・支援事業
(ファクトチェックに貢献する団体・個人に対する評価・支援事業)

①ファクトチエックアワード
ファクトチェックの成果の顕彰を通じて、ファクトチェックヘの社会の理解と関心を

よリー層高めるとともに、担い手のモチベーション向上を図り、さらなる活性化を期
するべく、国内初の「ファクトチェックアワード2023」 を開催、授賞式を6月 21日 にオ
ンラインで行いました。

2022年 1月 から2023年 3月 までに発表さ
れた記事や放送を対象とした今回におい
て、マスメディアヘの所属経験のないメン
バーが設立したリトマスの記事が大賞を、ま
たテレビメディアの 2件の報道が優秀賞を
受賞したことは、アワード自体が初の試みで
あることとも併せて、国内のファクトチェック
の新たな展開が示されたものと考えていま
す。
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第2事業の実施に関する事項

1 特定非営利活動に係る事業 (事業費総額5823千円)

(1)ファクトチェックの質的向上のためのガイドライン等の整備・啓発事業
(事業費1827千 円 )

ファクトチェック関連イベントヘの協力
o 4月 26日 開催のシンポジウム「フェイクニュースと日本 一私たちにできるこ

と・社会としてできること一」(G7デジタル・技術大臣会合関連イベント、主催

:GLOCOM、 会場 :イイノカンファレンスセンター)に協力団体として参加

o 8月 26日 開催のオンライン講座「市民とともにつくるエンゲージド・ジヤーナリ

ズム」第9回 (早稲田大学次世代ジャーナリズム・メディア研究所とNHK放送

文化研究所が共催 )に協力団体として参加

②ウェプサイト等の運営・情報発信

※データは特筆ない限り2024年3月 末時点

● 公式ウェブサイト(b工

“

」山■dd)
o ファクトチェックアワード2023特設ページを6月 21日 の授賞式開催に

合わせて更新し受賞作を発表

o 月次および2023年活動報告書を公開、7月 分よりC:aimMonitorと

FactChack Naviの 登録内容への言及を開始

o 理事執筆のレポートを掲載

口 lFCN(国際ファクトチェックネットワーク)主催の世界ファクトチエッ

ク会議「Global Fact1 0」 (2023年6月 )に関するレポート

・全4回 )

● ウェブアプリ「FadCheck Navi」 (Lわ塁山n」』口正d)
o ファクトチェック結果の収録 (追加87件、累計675件 )、 誤情報関連

ニュースリンク集の収録 (追加443件、過去のファクトチェック結果の

一部の追加収録を含めた累計1765件 )を実行

o「ファクトチェックの入門コンテンツ」ページを新設し、2021年制作の

ファクトチェック知りたいシリーズ(YouTube動 画)などF!J作成コンテ

ンツ3点と外部制作の学習コンテンツ3点などへのリンクを掲載
o「ファクトチェックに関連する調査報告・提言・公的声明」に26件のリ

ンクを追加掲載
o 2024年 2月 ～3月 にトップページの改修を行い、「新着」には、各メ

ディアによるファクトチェック記事と、誤・偽情報に関するニュース記

事へのリンクを統合して新着順に表示する形式に変更。ナビゲーショ

ンや検索パーッの配置の変更を実施。

● メールマガジン

o「 FIJファクトチエック通信」(購読アカウント数約2200件、無料)を 8本

配信し、FactCheck Naviに 収録したファクトチェック結果や内外の最

新情報、FIJ主催行事の案内などを提供

員
υ

● SNS発信



o X「wittr(@F!J_factcheck、 フォロワー数約19,000件 )では

FactCheck Naviに 登録されたファクトチェック新着記事を都度案内、

また災害発生時等に誤情報への注意喚起を行なつた。

1月 1日 の能登半島地震発生日に発した注意喚起が213万 回表示、

リポスト9800件超と年度中で最も注目された。
o Facebookグ ループ「ファクトチェック・コミュニティ」でも

X/Twitter発信と基本的に同じ内容の投稿を行なつた。登録メンバー

数は約1,100名

ファクトチェック白書制作が、2024年 1月 より早稲田大学瀬川研究室からの

発注に基づき本格的に再開され、2024年3月 に全96ページのPDF版の納

品を完了しました。その後に追補作業が早稲田側執筆者により行われてお

り、後日サイト上での公開を行う。

(2)フアクトチェックに関する国内外の団体及び市民との連携・協働事業
(事業費3748千円)

|フアクトチエックフォーラム

誤・偽情報問題に直接または間接的に関わる方々と、ファクトチェックの活性化や

課題解決に向けて知見を交換する場として2022年度に始動したファクトチェック

フォーラムは、2023年度は事務局が企画案の提起を行うもこれの実行に至らな

かった。

② ClaimMonitorプロジェクト(疑義言説モニタリング等 )

・  疑義言説データベース「ClaimMonitor」 を通じて1548件の疑義言説データ

をメディアに提供した。疑義言説の収集には、数年に渡り利用してきた「

Fact―Checking Console(FCC)」 の稼働停止に伴い、その他の検索ツール

等を活用して取り組んだ。
● 各メディアのClaimMonitor利 用については、2022年4月 から導入した原則

有償利用とする制度 (一定の記事の発表があれば利用料免除)について、

2023年 8月 の第4期第3回理事会において廃止を決定し、継続利用のメディ

アには以後無償で提供している。

③ ファクトチェックアソシエイトの育成
● FIJの事業に参加しファクトチェック活動に貢献する市民などのメンバー=

フアクトチエックアソシエイトに対し、その実務であるClaimMonitorや

FactCheck Naviへ の登録について内容の質の向上のため、登録基準・タイ
トルの付け方・タグ付けの安定化等の再確認を中心に、9月 19日 オンライン
ミーティング以降に全体もしくは作業者個別に指示や協議を適宜実施した。
一方、2023年度はインターンの応募がなく、新規育成は行わなかつた。

④その他の主な取り組み
● テクノロジー部会

オンライン会合を3回 開催 (4月 14日 、5月 12日 、6月 9日 )、 FCC停止への対処に

ついて以後slack上にて意見交換を継続

●

ａ
Ｕ



国連広報センター会合への参加 ・事務局長・アソシエイト1名 、

11月 2日 @国連広報センター(東京・青山)]

総務省との会合 [理事長・事務局長、11月 6日 @早稲田、12月 20日・3月 6日 オン

ライン]同 省の新たな会議体や新年度の施策等についての意見交換

による「ファクトチェックDAO」立ち上げに関

する協議への参加 (事務局、11月 30日 @津田沼キヤンパス)

(3)ファクトチェックに貢献する団体・個人に対する評価・支援事業
(事業費248千 円)

ファクトチェックアワード
社会的関心の高い事柄に関して人々を誤解させるおそれのある情報を検証
し、正確な事実を共有することに貢献した作品を顕彰する「ファクトチェックア
ワード2023」 を開催した。

月 1日 アワード等についてプレスリリース配信

月15日 選考委員会 (第 2回 )

月 5日 1選考委員会 (第 3回 )

月21日 授賞式 (オンライン)、 FIJサイト上で結果発表

(4)その他目的を達成するために必要な事業
特になし
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2その他の事業
該当なし

第3会議の開催に関する事項

社員総会

(1)2023年 度通常総会
日時:2022年 6月 22日
場所 :オンライン開催

2021年度決算書類訂正の件 (承認 )

2022年度事業報告及び決算の件 (承認 )

役員改選の件 (承認 )

2023年度事業計画及び予算 (報告 )

(2)2023年 度第1回臨時総会
o 日時 :2023年 8月 28日
o 場所 :オンライン開催
o議 案

■ 理事選任の件 (承認)※ を選任
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2理事会

(1)第3期第11回理事会
Ｏ
　
Ｏ
　
Ｏ

時
所
案

．
．

日
場
議

案

．
．
．

議

:2023年:4月 8日
:オンライン開催

第4期役員体制(審議)

当面の活動(審議 )

(2)第 3期第12回理事会
Ｏ

　

Ｏ

　

Ｏ

日時:2023年5月 10日
場所:オンライン開催

第4期役員体制(審議)

取り組みの方向性と課
活動・会計報告(報告)

題の確認(審議)

(3)第4期第1回理事会
o 日時:2023年 6月 22日
O 場所:オンライン開催
o議 案

■ 正副理事長選出の件 (承認 )

(4)第4期第2回理事会
。 日時:2023年 7月 31日
o 場所 :持ち回り開催
o議 案

■ 理事候補者推薦ならびに臨時総会開催請求の件 (承認 )

(5)第 4期第3回理事会
。 日時:2023年 8月 8日
o 場所:オンライン開催
o 議案

■ 活動報告・会計報告(報告)

■ 年度後半の事業規模と方向性について(審議)

■ C!aimMonitor利 用制度の変更について(承認)

■「FIJガイドライン活用メディア」の名称変更について(承認 )

■ ファクトチエックフォーラム等開催について(審議)

(6)第4期第4回理事会
。 日時:2024年 3月 23日
o 場所:オンライン開催
o議 案

■ 活動・会計報告 (報告 )

■ 2024年度事業計画・予算の件(承認)

日 正会員年会費免除措置の件(承認)

● 今後の活動について(審議 )

なお、理事会とは別に、非公式な理事懇談会を4回開催した。
(5月 30日 、9月 2日 、11月 11日 、11月 25日 )

０
０

以 上



書式第 13号 (法第 28条関係)

2023年度 活動計算書
特定非営利活動法人ファクトチェック・ イニシアティプ

(摯位 円 )

計用

科  目 金  額 小計・合計

【A】 経 常 収 益

1 受取会費

正会員受取会費

4,530.000

4.530 000

2 受取書附金

受取寄附金

474.720

474 729

3 受取助威金等

受取助成金

0

4 事彙収益

事業収益

492,425

4 92 425

5 その他の収益

受取利息

27

27

収 計 5 497 101

【B 常 用

1

(1)人件費

業務委託費 (事務局)

2.851.200

2 851 200

(2)その他経費

謝金

サー ビス利用料

業務委託費

会議費

旅費交通費

新聞図書費

2.972.107

224.827:

304.476:

2.398.260:

28,380:

3,228:

12. 936:

5 823.307

2 ■

(1)人件■

役員報酬

業務委託費 (事務局)

2.100.800

50.000

2 140 800

(2)その他経費

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

賃借料

諸会費

支払手数料

サービス利用料

419,133

4318:

5,055:

2,869i

5.9601

4.2801

118.800:

5,000:

108.724:

164 127

2 600 033

経 常 費 8 433 240

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 … ① -2.936.059

【C 経 常 収 益

経 常 外 収 益 計

0

0

【D 経

経 常 外 費 用 計 0

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【0】 ・・・②

税 引 当 正 産 滅

次 期 繰 越 正 味 財 産 [Ω :=Ω±Ω

+ -2.936.059

924.503

0

3.860.562
法人税.住民税及び事業税 ・・・④

前期繰越



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023年度 貸借対照表
特定非営利活動法人ファク トチェック・ イニシアテ ィブ

(単位 :円 )

匡ヨ鵬
せ
委 :田居■:謳

金  編 小計 。合計

1

現金預金

未収金
産

2
(1)有影固

形 産

2 形

3 の

投 そ の 産

1,731,951
702,906

0

2.434.357

【A】 資 産 合 計 ①+② 2,434.857

B-1
1

未払金

預 り金

役員借入金

2

+

985,871
24,483

500,000

1.510.354

ｎ

）

1.510.354

正

当 正 産

3.860,562
2.1)36.(,S(,

924.503

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 2.434,857

」

口

,i`[」

:薔 産 合 ,I ・ ・ ・ ②

|■置合計  ・・・ ③
|

間 市負 情

:負僣 合計  ・・・ ④



=トエヽ (法 28条関係 )16

2023年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ファク トチェック・イニシアティブ

1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法

該当なし

(3)引 当金の計上基準

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

によつています。

2.事業別損益の状況

(単位 :円 )

科 日

ファク トチェッ

クに関するガイ

ドライン等の整

備・啓発事業

フアク トチェッ

クに関する国内

外の団体・市民

との連携・協働

事業

ファク トチェ ッ

クに貢献する団

体・個人に対す

る評価・支援事

業

各事業共通 事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5 その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

役員報酬

業務委託費

(事務局 )

人件費計
(2)その他経費

謝金

賃借料

サービス利用料

業務委託費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

印刷製本費

新聞図書費

諸会費

支払手数料

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

0

0

0

433,025

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

474,729

0

59,400

0

0

474,729

0

492,425

0

4,530,000

0

0

0

27

4,530,000

474,729

0

492,425

27

433,025 534,129 967,154 4,530,027 5,497,181

0

982,520

0

1,773,640

0

95,040

0

0

0

2,851,200

50,000

2,140,800

50,000

4,992,000

982,520 1,773,640 95,040 2,851,200 2,190,800 5,042,000

224,827

0

53,060

567,110

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

251,416

1,678,150

28,380

3,228

0

0

0

12,936

0

0

0

0

0

153,000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

224,827

0

304,476

2,398,260

28,380

3,228

0

0

0

12,936

0

0

0

800

127

0

055

869

960

280

318

0

000

724

118,

164,

5,

2,

5,

4,

4,

5,

108,

224,827

118,800

468,603

2,398,260

33,435

6,097

5,960

4,280

4,318

12,936

5,000

108,724

844,997 1,974,110 153,000 2,972,107 419,133 3,391,240

1,827,517 3,747,750 248,040 5,823,307 2,609,933 8,433,240

-1 394 492 747 750-3 -248,040 534,129 -4,856,153 1,920,094 -2,936,059



内容 金額 算定方法

な し

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

円 )

4.使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

5.固 定資産の増減内訳

(単位 :円 )

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

な し

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

な し

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

役員借入金 600,000 100,000 500,000
′ヽ

計 600,000 100,000 500,000

6.借入金の増減内訳

(単位 :円 )

7.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事項

事業費と管理費の按分方法

業務委託費 (事務局)について、事業と管理 との両方に関わる者は、事業費と管理費とに6:4に 接分

その他の事業に係る資産の状況

なし

円

Ｒ

）

科 目

計算書類に

計上された

金額

内、役員と

の取引

内、近親者

及び支配法

人との取引

(活動計算書)

[事業費]業務委託費

役員報酬

2,398,260

50,000

30,000

50,000

活動計算書計 2,448,260 80,000

(貸借対照表)

役員借入金 500 000 500 000

貸借対照表計 500,000 500,000



書式第 17号 (法第 28条関係)

2023年度 財産目録
特定非営利活動法人ファク トチェック・イニシアティブ

(単位 :円 〉

= l日
ヨ

ヨ ′ロ

科
日

】 金  額 4. Ei 合  計

【A】 資 産 の 部

1 流動責産

現金預金

みずほ銀行普通預金

手元現金

1,731,951

1,731,951

0

未収金

Paypal

寄附金

事業収益

棚卸資産

棚卸資産

702,906

253,100

16,781

433,025

0

0

2 固定責産

(1)有形固定資産

有形固定資産 0 0

(2)無形固定責産

無形固定資産 0 0

(3)投資その他の資産

投資その他資産 0 0

定 合計  ・・・

2,434,857

【A】 資 産 合 計 ①+② 2,434.857

(B- 1 の

760,860

201,875

9,900

168

13,068

985,871

24,483

500,000

24,483

500,000

1,5:0,354

0 0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1.510,354

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 924.503

未払金

3月 分業務委託費

謝金

貸借料

通信運搬費

カー ド 決

入金

預 り金

源泉徴収税

役員借入金

固定

2

合計



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿 (前事来年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの

=に
ついての前事来年度における颯醸の有無を記●した名簿)

特定非営利活動法人ファク トチェック・イニシアティブ

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)

1
理 事 監 事

セガフ シロウ

瀬川 至朗

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

曰

2 監 事

フジムラ アツオ

藤村 厚夫

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

曰

日

3 監 事

イヌイ ケンタロウ

乾 健太郎

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

4 監 事

オクムラ ノブユキ

奥村 信幸

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

5 監 事

監 事

理 事

理 事

カナイ ケイコ

金井 啓子

令和5年 4月 1日

令和5年 6月 22日

年   月    日

年  月  日

6

フルタ ダイスケ

古田 大輔

令和5年 4月  1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

曰

7 監 事理 事

ムラカミ ケンジロウ

村上 建治郎

令和5年 4月 1日

令和 6:年 3月 31日

年   月 曰

曰年   月

8 監 事理 事

ヤナイ ヒ トフ ミ

楊井 人文

令和5年 4月 1日

令和5年 6月 22日

年

年

月

月

曰

日

9 監 事理 事

ヤマサキ タケシ

山崎 毅

令和5年 4月 1日

令和5年 11月 20日

年 月

月

曰

曰年

10 監 事理 事

クサカベ サトシ

日下部 聡

令和5年 6月 22日

令和6年 3月 31日

年 月

月

曰

日年

11 監 事

フキハマ ノリコ 令和5年 6月 22日

令和6年 3月 31日

年

年

月

月

日

曰脇濱 紀子

12 監 事

サワノ ミク

澤野 未来

令和5年 8月 8日

令和6年 3月 31日

年  月  日

年  月  曰

13 理 事 監 事

クロイ フ アツン

黒岩 篤

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

令和5年 4月 1日

令和6年 3月 31日

理 事

理 事

理 事

理 事



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人ファク トチェック・イニシアティブ

氏   名

1 瀬川 至朗

2 藤村 厚夫

3 乾 健太郎

4 奥村 信幸

5 金井 啓子

6 揚井 人文

7 山峙 毅

8 立岩 陽一郎

9
ИIDDLETON JOHN
3REGORY

(ジ ョン ミドル トン)

10 宮田 芳男




